
書式第 12号 (法第 28条関係)

令和 3年度
「
ヨ

ぽ
Ｌ

令和 3年 4月 1日 から令和 4年 3月 31日 まで

特定非営利活動法人全国同和推進協議会

1 事業の成果
新型コロナ 3年目に入りましたが未だ感染蔓延により緊急事態、蔓延防止等が発令され本団体

護活動支援の自粛を強いられ予定していたセミナー・イベント等は中止せざるを得ませんでした、

談、カウンセラー、啓発活動については少人数 (2,3人程度)で必要に応じて行いました。

2 事業の実施に関する事項

(1)特定非営利活動に係る事業

(2)その他の事業

本年度の実施なし

事業名 事 業 内 容 実 施
日 時

実 施
場 所

従事者
の人数

受益対象者
の範囲及び
人   数

事業費の

金額

(千円)

人権擁護の相談
とカウンセ リン
グ事業

差別に関する悩みを抱
えてい る人々に対 し
て、無料で電話による
ア ドバイスを行 う。

随時 事務所

事務所

4
不特定
多数

413

人権啓発及び人
権に関わる調査
研究に関する事
業

アンケー トを実施 し
て、現状調査や市民の

意見を開く。
随時

4 不特定

多数
286

人権擁護 と平和
の推進のための

普及啓発事業

機関誌の発行やホーム
ページから参加者を募
り、支援の輪 を広げ
る。

随時 事務所 4
不特定
多数

228



9 10 25

令和3年度 活動計算書

令和3年4月 1日 から令和4年3月 31日 まで

科
日
【 金 □

2 事業収入
人権擁護と平和の推進講演会等事業

寄附金収入
受取寄附金

3

4 その他収益
名刺・バ ッジ等雑収入

3,497,

経常収益計

Ⅱ 経常費用
1 事業費

人権擁護と平和の推進のための講演会等開催事業
人権擁護の相談とカウンセリング事業
人権啓発及び人権に関わる調査研究に関する事業
地域住民の自立支援及び自主的活動の促進事業
人権擁護と平和の推進のための普及啓発事業
事業費計

2 管理費
旅費交通費
通信費
什器備品
印刷製本費
光熱水費

413,

286,

107,

運営費
租税公課
会議費
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管理費計
経常費用計

当期経常増減額

Ⅲ 経常外収益

経常外収益計

経常外費用

経常外費用計

税引前当期正味財産増減額
法人税、住民税及び事業税
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書式第 15号  (法第 28条関係)

金 額目科

337,043

2,789,442

3,126,485

0

337,043

0

0

ｎ

〉

337,043

2,452,399

337,043

0

Ａ
Ｕ

ハ
Ｕ

1 流動資産

現金預金

流 動 資 産 合 計

2 固定資産

固 定 資 産 合 計

負債の部

流動負債

短期借入金

流 動 負 債 合 計

2 固定負債

固 定 負 債 合 計

Ⅲ  正味財産の部

前期繰越正味財産

当期正味財産増減額

正味財産合計

負債及び正味財産合計

Ⅱ

1

I  資産の部

資 産 合 計

負 債 合 計

令和 3年度  貸借対照表 .

令和4年 3月 31日 現在

壺崖左営型遺塾法△_全国風独推姿盤畿金

(単位 :円 )



書式第16号  (法第28条関係)

令和 3年度  計算書類の注記

1.重要な会計方針

計算書類の的力よ トロ0法人会計基準 (閣10年 7月
"1日

 "11年 11月

"1日

一部改正 NRO法人会計基準教会)

によっています。

(1)消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税込方式によっています。

2.事堺錫噛則益の状況 (単位 :千円)

3.  施島ヒ珀日失等ι溺狛ケナービスの受入の内訳

該当なし

使途等力湘1駒された寄付金等の内訳

該当なし

ι 固定資産の増減内訳

該当なし

6.借入金の増減内訳 蝉位 :円)

役員及びその近親者との取引の内容

該当なし

8 その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の椀態並a― の増油の状況を明ら力ヽこするために必要な事項

9 :事業費と管理費の厳分方法

各事業の経費及び事業費と管理費に共通する経費については従事割合に基づき按分しています。

9 その他の事業に係る資産の状況

その他の事業における資産はありません。

７

，

科 目
講習会

事業

相談

事業

詢 鋼 院

事業

自立支援

事業

普及啓発

事業
管理部門 合計

I経常収益

1.会費収入

2.事業収入

3.署尉寸盤」収入

4・そ郷 国又益

経常収益計

Ⅱ 経常費用

(1)事業費

0)その他経費

経常費用計

当期経常増減額
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書式第15号  (法第28条関係)

令和3年度  財産目録

令和4年 3月 31日現在

」堕三菱1奎1』固囲」L』 .ゝ_重墾彊壼:艶進麹謹金

(単位 :円)

科 目 金 額

I 資産の部

1 流動資産

現金預金

手元現金

普通預金 三井住友銀行白山支店

3",601

1■352

流 動 資 産 合 計 337,043

1 固定資産

固 定 資 産 合 計 0

0

資 産 合 計 337,043

Ⅱ  負債の部

1 流動負債

短期借入金

週廉資金

流 動 負 債 合 計

0

ｎ

〉

2 固定負債

固 定 負 債 合 計 0
ハ
Ｕ

負 債 合 計 ｎ

〉

正 味 財 産 墨奥聾



書式第 18号 (法第 28条関係)

就任期間 報酬を受けた

期  間
氏   名役 名

令和3年4月 1日

～令和4年3月 31日
な し理事長 春山 勝宏

令和3年4月 1日

～令和4年3月 31日
な し理 事 沖見 泰一

令和3年4月 1日

～令和4年3月 31日
な し谷川 高廣理 事

な し合和3年4月 1日

～令和4年3月 31日
理 事 鈴木 俊夫

令和3年4月 1日

～令和4年3月 31日
な しヨ 事 本橋 信也

令和 3年度 年間役員名簿

令和 3年 4月 1日 から令和4年 3月 31日 まで

特定非営利活動法人 全国同和推進協議会



書式第 19号 (法第 28条関係)

社員のうち10人以上の者の名簿
令和4年3月 31日 現在

特定非営利活動法人 全国同和推進協議会

氏   名

■
■ 春山 勝宏

2 沖見 泰一

3 谷川 高廣

4 秋元 成生

5 本橋 信也

6 飯野 庄市

７

・ 鈴木 敏夫

Ｒ

） 天野 洋子

9 春山 淳子

10 加部 繁雄

11 浅野 良明


